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子会社による株式会社創芸の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社の子会社である株式会社ＤＧソリューションズ（以下「ＤＧＳ」）は、平成 18 年９月 26 日開催の

取締役会決議において、株式会社創芸（以下「創芸」）の全株式を取得し子会社化することを決議いたし

ましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．株式取得の理由 

不動産分野では、すでにインターネットを経由しての資料請求が急速に拡大を続けております。

また、ブロードバンドの普及に伴って、テレビ媒体と同じように動画でモデルルームを提示するケ

ースも増えており、不動産の購買意欲の高い消費者ほどインターネットを深く活用する傾向がある

ことがわかってまいりました。これらのことから、当社グループでは不動産広告とインターネット

との親和性は高いと判断し、子会社であるＤＧＳにより大手デベロッパーを中心に主要取引先 153

社を抱える創芸の全株式を取得し子会社化することを決議いたしました。 

今回のＤＧＳによる株式会社創芸の株式の取得により、不動産広告分野で長年にわたり実績のあ

る創芸のノウハウとＤＧグループのソリューション分野の技術・ノウハウを融合させることで、不

動産広告におけるＲＯＩ(投資収益率)の高い新たなＩＴ連動型の広告事業を実践してまいります。 

 

２．株式会社創芸の概要 

(１) 商 号  株式会社創芸 (URL http://www.sogei.co.jp/) 

(２) 所 在 地  東京都中央区月島一丁目 15 番７号 

(３) 代表者氏名  代表取締役社長 木内良之 

(４) 設立年月日  昭和 37 年 11 月 27 日 

(５) 事業の内容 広告の企画・立案・制作・実施、およびマーケティングリサーチ、

セールスプロモーション、パブリックリレーションズ等、広告業務

の一切 

(６) 事業年度末日  ３月末 

(７) 従 業 員 数  359 名（平成 18 年３月 31 日現在） 

(８) 主な事業所  札幌支社、仙台支社、名古屋支社、大阪支社、九州支社 



(９) 資本金の額  5,000 万円 

(10) 発行済株式総数  100,000 株 

(11) 大株主の構成、所有割合 個人およびその関係法人(４名)  88.4％ 

㈱ＤＧソリューションズ     11.6％ 

 

(12) 業績の動向 

 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期

売上高 42,491 百万円 35,641 百万円

経常利益 △359 百万円 △1,392 百万円

当期純利益 △1,814 百万円 120 百万円

１株当たり当期純利益 △18,148.60 円 1,209.61 円

総資産 24,929 百万円 20,584 百万円

純資産 1,541 百万円 1,648 百万円

 

３．議決権の数およびその議決権の総数に対する割合 

(異動前) (異動後) 

(１) 当 社 所 有 議 決 権 数  11,600 個 100,000 個 

（当 社 所 有 株 式 数  11,600 株 100,000 株） 

(２) 議 決 権 の 総 数  11,600 個 100,000 個 

（発 行 済 株 式 数  11,600 株 100,000 株） 

(３) 議決権の総数に対する割合   11.6 ％  100.0 ％ 

（発行済株式数に対する割合   11.6 ％  100.0 ％） 

 

４．日程 

平成 18 年９月 26 日  取締役会決議 

平成 18 年９月 26 日  基本契約書締結 

平成 19 年１月 10 日  株式引渡期日(予定) 

 

５．業績に与える影響 

今回のＤＧＳによる創芸の株式取得において、取得金額の総額は、19 億５千万円を上限とする基

本契約書を締結しており、創芸の平成 19 年上半期（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日）

の業績の状況等により減額される可能性があります。 

また、創芸として、現在、経営資源の効率化を推進中のため、当社の連結業績に与える影響に関

しましては、精査後の平成 19 年１月を目処として、金額が確定しだい開示いたします。 

以上 
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